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第４期岩手県地域福祉支援計画骨子（案） 

 

巻頭言 

 

Ⅰ 計画策定の基本的な考え方 

１ 計画策定の趣旨 

２ 計画の位置づけ 

３ 計画期間 

４ 計画の推進 

 

Ⅱ 地域福祉を取り巻く状況   

１ 計画策定の背景  

（１） 地域福祉を取り巻く情勢の変化 

（２） 地域福祉施策の変遷 

（３） 社会福祉法の改正 

 

２ データで見た本県の地域福祉を取り巻く状況  

（１） 人口減少と少子・高齢化の進展 

ア 人口減少 

イ 少子化 

ウ 高齢化 

（２） 高齢者・障がい者等の福祉サービス利用状況 

ア 要介護認定者等の状況 

イ 障がい者の状況 

（３） 地域の深刻な福祉課題 

ア 児童虐待の状況 

イ ＤＶの状況 

ウ 障がい児・者虐待の状況 

エ 高齢者虐待の状況 

オ 自殺の状況 

（４） 地域における多様な福祉課題 

（５） 地域福祉の多様な担い手 

ア ボランティアの状況 

イ ＮＰＯ法人の状況 

ウ 企業の社会貢献活動の状況 

（６） ひとにやさしいまちづくりの状況 

（７） 被災者の状況（被災者実態調査：県社協） 

（８） 地域福祉に関するアンケート（希望郷いわてモニター） ＝概要＝ 

 

Ⅲ 計画の理念・基本方針・施策構成 

１ 基本理念  

２ 基本方針  

３ 施策の構成  
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Ⅳ 施策の基本方向（計画本文） 

１ 福祉を支える人づくり    

（１） 地域福祉を担う人材の育成   

ア 社会福祉事業者従事者の確保・育成  

イ ボランティア・福祉活動ＮＰＯの人材養成  

ウ コミュニティソーシャルワーカー（地域福祉活動コーディネーター）の育成  

エ 福祉行政職員の育成  

オ 支援者支援 

（２） 地域福祉の意識の醸成   

ア 地域の福祉課題を捉える  

イ 地域で育む福祉教育の推進  

    

２ 福祉サービス提供の基盤づくり    

（１） 地域包括ケアシステム（地域トータルケアシステム）の構築   

ア 相談・支援のワンストップ体制の整備促進  

イ 市町村の相談支援機能の充実 

ウ ケアマネジメント機能の充実・強化  

エ 多職種・多機関連携  

オ フォーマルとインフォーマルの融合  

カ 民生委員・児童委員活動の充実・強化  

（２） 権利擁護の推進   

① 権利擁護の推進  

  ア 権利に基づいたアプローチ 

イ 子どもの権利  

  ウ 合理的配慮の推進  

  エ 日常生活自立支援事業・成年後見制度の利用促進  

    （第２期成年後見制度利用促進基本計画）  

② 権利侵害への対応  

  ア 児童虐待・被措置児童虐待・いじめの防止  

  イ 障がい児・者虐待の防止・差別の解消  

  ウ 高齢者虐待の防止  

  エ 配偶者間暴力等（ＤＶ）の防止 

（３） 総合的な福祉サービス情報の提供とサービス評価   

ア 福祉サービス情報提供の充実  

イ 苦情解決制度の利用促進  

ウ 福祉サービス評価の推進 

    

３ 福祉サービス提供の仕組みづくり  

（１） 生活に困難を抱える方への支援   

ア 生活困窮者への支援  

イ 居住確保が困難な方への支援  

ウ 失業・就職困難な方への支援  

エ 移動困難な方への支援 

オ 子ども・子育て家庭への支援  

カ 障がい児・者福祉の推進（医療的ケア児・きょうだい児への支援を含む）  

キ 高齢者福祉の推進  
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ク 困難を抱える女性への支援  

ケ がん、難病、慢性疾患を有する方への支援  

コ 自殺予防  

サ 依存症対策  

シ ひきこもり・社会的孤立  

ス 地域定着・再犯防止の推進  

セ 多様性・多文化共生社会  

（２） 家族等への支援   

ア ケアラー支援の推進  

イ ヤングケアラーへの支援 

ウ ダブルケアへの支援  

エ 介護離職の防止  

 

３ 福祉でまちづくり    

（１） 地域福祉活動における住民活躍の仕組みづくり   

ア 社会福祉施策プロセスへの住民参画の促進  

イ 住民参加型の生活支援サービスの展開  

ウ 避難行動要支援者の支援及び被災者の生活支援  

エ ユニバーサルデザインの普及・促進  

（２） 多様な担い手による地域福祉活動の取組   

ア ボランティアや福祉活動ＮＰＯの活動支援  

イ 社会福祉法人・福祉サービス事業者の地域貢献活動の推進  

ウ 企業の社会貢献活動の促進  

（３） 地域福祉活動における多様な財源の活用   

ア 各種基金及び民間資金の活用  

イ 赤い羽根共同募金と歳末たすけあい運動の推進  

    

４ 被災経験を活かした支援体制づくり    

（１） 東日本大震災津波における被災者支援   

ア 安心して生活できる環境づくり  

イ 新しいコミュニティの活性化   

（２） 今後の災害への備え   

① 担い手の育成・確保   

ア 災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）の体制構築  

イ ボランティアの確保・育成、受入れ体制の整備  

② 日頃からの備え   

ア 避難行動要支援者の把握と支援（一部再掲）  

イ 福祉避難所の整備  

    

５ 市町村の体制づくり    

（１) 地域福祉計画の推進   

  ・ 市町村計画を推進するための支援（策定ガイドライン）  

（２） 包括的な支援体制の整備への支援  

ア 市町村が抱える課題・ニーズ 

イ 市町村における包括的支援体制・重層的支援体制整備に向けた支援 

（後方支援事業） 
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Ⅴ 計画推進の評価・検証    

評価・検証の目安とする主な項目   

    

    

≪参考資料≫    

・ 関連計画・条例の概要   

・ 用語解説   

・ 岩手県地域福祉支援計画≪第４期：2024年度～2028年度≫策定経緯   

・ 岩手県地域福祉推進協議会委員名簿   

・ 岩手県地域福祉推進協議会設置要綱   

・ 社会福祉法（抄）   

・ アンケート全文 

   

    

    




